













































的に確信があるか (A.1)」の 4つの規準を列挙していることから SECが SAB101
により施した処置は，収益認識に関して SFACNo.5 に記述されている「(a)実現
4　SEC, Revenue Recognition in Financial Statements，Staff Accounting Bulletin
No.101,1999.
5　トレッドウェイ委員会支援組織委員会（the Committee of Sponsoring Organization of
the Treadway Commission）




産業界の反対に阻まれ，予定よりもほぼ 1年遅れの 2000 年第 4半期より実施さ
れ，しかも真剣に受け止めない経営者が少なからずいたようだ。8」という事実
から見られるように，包括的な収益認識のGAAPとはならなかった。
　このような経緯の中で，FASBは 2002 年 3 月に「収益と負債の認識」をア
ジェンダとして FASB[2002a9]を公表した10。FASB[2002a]においてその論点






示している。そして SAB101 で採用している SFAC No.5 に定義された「実現
または実現可能かつ稼得 (par.83)」という定義を否定し，当該プロジェクトで
は「SFAC No.6 では，収益は期中の資産と負債の変動であると定義されてい
7　FASB,Statement of Financial Accounting Concepts No.5,Recognition and Measurement 




9　FASB, ISSUES RELATED TO THE RECOGNITION OF REVENUES AND 
LIABILITIES, Proposal for a New Agenda Project, March 29, 2002.
10　こうした流れの中には，米国経済を震撼させた会計不祥事が大きな要因となっていること
も周知の事実である。
11　「詳細な権威のある文献等」とは，Accounting Principles Board (APB) Opinions, FASB
Statements, American Institute of Certified Public Accountants (AICPA) Audit and Ac-
counting Guides, AICPA Statements of Position (SOPs), FASB Interpretations, Emerg-
ing Issues Task Force (EITF) Issues, Securities and Exchange Commission (SEC) Staff





















13　AICPA,Statement of Position 97-2,Softwere Revenue Recognition,1997.
14　SEC, SAB101FAQ-Frequenctry Asked Question and Answers, Staff Accounting
Bulletin No.101,2000.
15　FASB,EITF issue No.99-19,Reporting Revenue Gross as a Principal versus Net as an 
Agent,2000.
16　FASB, EITF issue No.00-21,Revenue Arrangement with Multiple Deliverables,2003



























19　 IASC, Framework for the Preparation and Presentation of Financial Statement ,1989
　邦訳：『国際会計基準書2001』日本公認会計士協会国際委員会 ,同文館 ,2001.6。
20　IASC, IAS 18 Revenue Recognition (revised as part of the 'Comparability of Financial
Statements' project based on E32).
邦訳は『国際会計基準と日本の会計実務 [新版 ]』神戸大学 IFRSプロジェクト・あずさ監査法












































































る。過去の経験指標値から，10 台に 1 台は延長保証サービス期間内に修理
または交換の必要が生じ，その平均増分原価は 140 CUである。ただし，第
三者業者は 1契約あたり 30 CUで保証サービスを行う。2002 年 6 月 1 日に，
小売業者 Xは 10 台の保証サービス付のテレビを販売し全額回収した。
小売業者 Xは，6月 1日にいくらの収益を認識すべきか？
　この例示の焦点は，小売業者 X が延長保証サービスを「第三者業者に委託






24　FASB, Case in Point: Consumer Electronics Retailer, THE REVENUE RECOGNITION
PROJECT, 2003.
25　Ibid., pp.2-3.            
延長保証サービスがテレビとセットで販売され，代金を全額回収しており，返
済の払い戻し義務がないことから，「実現基準」は満たされている。「稼得基準」









三者保証）では 4,000[＝ @(300+100)× 10]であり（ただし第三者への外部委
託保証料を加味すれば，3,700[＝@300×10+@ (100－30)×10]となる）であり，












28　Ibid., p.3.            
営者の選択に関係なく，公正価値で測定されるため，Case A（他社委託）も
Case B（自社保証）のいずれの場合でも収益の額は同額となる。すなわち，
取得した資産は，既回収の現金 4,000[＝ @(300+100)× 10]，生じた負債は，
将来の義務である保証の 300[＝ @30 × 10]（「第三者が課す，信頼できる価










Case A（第三者保証） 4,000　or　3,700 3,700







　（2002 年 6 月 1 日）
　　　利益 1,200　＝　収益 4,000 －（仕入原価 2,500 ＋外部委託保証料 300）
として，1,200 利益が算定される31。
29　Ibid., p.3.




は変わらない。            




　（2002 年 6 月 1 日）
　　　利益　500　＝　収益 3,000　―　仕入原価 2,500






のどちらのケースであっても 2002 年 6 月 1 日に認識される収益 3,700 であり，




繰延収益 2002 年 2003 年 2004 年 合計利益
認識する 500 500-140 ＝ 360 500 1,360
認識しない 1,200 0 0 1,200
金額は，利益額である。
※ただし，2003 年に保証請求 140 があったものとし，繰延収益取崩額 1,000 は 2 年で按
分した。            







































































































る39。この後，共同プロジェクトは，2004 年 10 月の共同会議以後，一時中断
することとなった。
ޓޟ㈩ಽࡕ࠺࡞ޠߩᬌ⸛

















　小売業者 Yは，1年の法定保証付テレビを通常 2,000 CUで販売している。
そして，2年間の延長保証をオプションとして 400 CUで販売している。
　しかし，今回はテレビと 2年間の延長保証をセットで 2,300 CUで特売を




　1年目（2008 年）に 1件　2年目（2009 年）に 1件　3年目（2010 年）に
2件である。







41　なおFASBは，「Revenue Recognition̶Joint Project of the IASB and FASB
　: http://www.fasb.org/project/revenue_recognition.shtml.（Last Updated: August 1,
2008）」
　で，配分モデルの採用を意図しているように公開している。
42　IASB,”Examples - Customer Consideration model compared with existing practice
(Agenda paper 2D)”,INFORMATION FOR OBSERVERS, Revenue Recognition,
January 2008.
43　本節の検討にあたり，山田康裕「配分アプローチの問題点」『企業会計』第60巻8
号 ,2008.8pp.37-47が詳しく論じている。           
⃻ⴕ 㪬㪪㪞㪘㪘㪧ߩ႐ว
基準額 加重平均値引額 対価配分額
テレビおよび法定保証 2,000 83.33 1,917
延長保証 400 16.67 383
合計 2,400 （100） 2,300
出所 IASB[2008]par.22
（2007 年 12 月 31 日）
　　現金　46,000　／　収　　益　38,340（＝ 1,917 × 20 台）
　　　　　　　　　　 繰延収益　7,660
2 年目に 1件　3年目に 2件の修理請求があると見込んでいる。
（2009 年 12 月 31 日）
　　繰延収益　2,553（＝ 7,660 × 1/3）　／　収益 2,553
（2010 年 12 月 31 日）
　　繰延収益　5,107（＝ 7,660 × 2/3）　／　収益 5,107
㈩ಽࡕ࠺࡞ߩ႐ว
基準額 加重平均値引額 対価配分額
テレビ 1,975 82（＝ 100 × 1,975 ÷ 2,400） 1,893
法定保証 25 1（＝ 100 × 25 ÷ 2,400） 24
延長保証 400 17（＝ 100 × 1 ÷ 2,400） 383
合計 2,400 （100） 2,300
出所 IASB[2008]par.7
※ただし，テレビの代金 2,000 のうち 25 が法定保証に対応する分であると小売業者 Y
が自ら見積もったものとする（筆者）。
（2007 年 12 月 31 日）
　　現金　46,000　／　契約負債（テレビ）　　37,860（＝ 1,893 × 20 台）
　　　　　　　　　 　契約負債（法定保証）　　 480（＝ 24 × 20 台）
　　　　　　　　　 　契約負債（延長保証）　 7,660（＝ 383 × 20 台）
　　　　　　　　　　 契約負債（テレビ）　 37,860　／　収益　37,860           
（2008 年 12 月 31 日）
　　契約負債（法定保証）　480　／　収益　480
（2009 年 12 月 31 日）
　　契約負債（延長保証）　2,553（＝ 7,660 × 1/3）　／　収益　2,553
（2010 年 12 月 31 日）
　　契約負債（延長保証）　5,107（＝ 7,660 × 2/3）　／　収益　5,107
࿑⴫ ޓ⃻ⴕታോߣ㈩ಽࡕ࠺࡞ߩ෼⋉⹺⼂㗵ߩᲧセ
契約時 第 1年度 第 2年度 第 3年度 合計
現行実務 38,340 -- 2,553 5,107 46,000










(1) 1 年間の法定保証が小売業者 Yに課されているとした場合，契約時に受領
した保証額 480CUは小売業者 Yの推定によるものであり，この測定値の根
拠をどのように担保するのか。
(2) 現行実務と配分モデルにおいて，第 2年度と第 3年度の負債消滅額は，両




























　「現行実務を記述したにすぎない SFAC No.5 の認識原則は，SFAC No.6 に
おける財務諸表の諸構成要素の定義と矛盾する。たとえば，SFAC No.5 の「稼


















































　ただし，設立時の資本取引は，(借 )現金　100 ／ (貸 )資本金　100，仕入商品はす
べて完売したものとする
47　津守常弘 ,「同上」.pp.22-23。
48　Paton,W.A. & A.C..Littleton, An Introduction to Corporate Accounting 
Standards,1940,p46.　中島省吾訳『会社会計基準序説』,p79。
49　Paton,W.A. & A.C..Littleton,Ibid.,ｐ .49.　中島省吾訳『同上訳書』,p.84。           
貸借対照表 損益計算書
現　金 150 資本金 100 売上原価 220 売上高 270
利　益 50 利　益 50
࿑⴫ ޓࠬ࠻࠶ࠢ⸘▚ߣࡈࡠ࡯⸘▚ߩಽ⸃
損益計算 処　　理 利　益
ストック計算 (1)現金 (貸 )　100 → (2)現金 (借 )　120
(3)現金 (貸 )　120 → (4)現金 (借 )　150
20
30
フロー計算 (1)仕入 (借 )　100 → (2)売上 (貸 )　120 20

























採用するにいたった理由として，SFAC No.5 と SFAC No.6 の不整合すなわち，
「概念フレームワークの内的な矛盾の存在」があげられ，SFAC No.6 の資産
と負債の定義に照らして SFAC No.5 を再構築することを目指していることを
指摘しているが51，ここで提起されている議論を整理するため SFAC No.5 と
SFAC No.6 の相互関係について検証したい。
　SFAC No.5 のこの点に関する考え方は，SFAC No.6 の資産と負債の定義に
合致するもののうち，どの部分を会計上認識すべきなのかという規定と，さら
に認識された資産・負債（純資産）の期間変動額にどのような意味を与える
べきなのか。その問題を扱ったのが SFAC No.5 にほかならないというもので





SFAC No.6 の規定と SFAC No.5 の規定の間に矛盾があるという指摘はそもそ
も当を得ていないとの指摘がある52。
51　辻山栄子「収益認識をめぐる概念フレームワーク」『企業会計』第57巻7号 ,2005.7.p.7。
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